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神奈川県行政書士会経理規則 
 

 

（趣  旨） 

第 １ 条 この規則は、神奈川県行政書士会（以下「本会」という。）会則第８章資産及び会

計の規定並びに第８２条に基づき、経理事務に関し、その準拠すべき基準及び手続について

定め、もって経理内容を常に明確にしておくものとする。 

（分  掌） 

第 ２ 条  経理部長は、本会会則施行規則第２条第２項に定める経理部の業務について執行す

る。 

２   経理部長は、現金出納の状況及び会費関係の原簿を管轄する。  

（経理責任）  

第 ３ 条 経理事務責任者に経理部長をあて、経理事務は、事務局長がこれを掌理する。  

２   事務局長は、定期的に又は随時に経理事務の内容を確認するものとする。  

３   その他の職員は、事務局長の指示を受け、誠実にその事務を処理しなければならない。  

（区  分）  

第 ４ 条 本会の運用処理科目は、次のとおりとする。  

  （収入の部）            （支出の部） 

     会 費 収 入    管 理 費 

     入 会 金 収 入    事 業 費 

     補 助 金 等 収 入    積 立 預 金 支 出 

     負 担 金 収 入    操 出 金 

     雑 収 入    災 害 対 策 費 

     繰 入 金    予 備 費 

（手続と帳簿及び書類）  

第 ５ 条 経理事務処理のため、現金出納帳・総勘定元帳・固定資産台帳・予算残高表綴・証

拠書類綴・振替伝票その他必要な書類及び補助簿等を備え、収支状況を明記する。  

２   帳簿記載書類及び伝票には、その証拠となる書類を添付し、これを１０年間保存しなければ

ならない。  

３   仮払いの支払いについては、事前に文書をもって請求したものに限り、会長の承認したもの

のほかは、支出してはならない。  

４ 出張その他の事由により前項の請求を行い仮払いの支給を受けた者は、その任務の終了後

５日以内に支出の明細書き及び証拠書類を経理部に提出し、精算をしなければならない。  

５ 経理事務職員は、現金出納帳・総勘定元帳・合計残高試算表・予算残高表を作成し、これ

を事務局長を経由して経理部長に報告し確認を求めなければならない。  

６   経理部長は、支出の状況を予算残高表によって把握し、常にその適正な措置を求めていかな

ければならない。 

（予算の承認過程）  

第 ６ 条  経理部長は、予算の編成にあたって、各部長等に対し翌年度事業計画に基づいた予算

見積書の提出を求め、会長と共に予算案を調製する。 

２ 各部長等は、前項の予算見積書の作成において、１事業あたり１００万円（税込）を超え
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る事業計画がある場合は、本会所定の大規模事業実施計画書を経理部長に提出しなければな

らない。 

３ 会長は、調製した予算案を理事会に提出し、その承認を受けて総会に提出しなければなら

ない。 

（予算の流用及び変更の承認過程）  

第 ７ 条  予算の執行上の必要により、各目の間又は内において相互に予算を流用する場合は、

予め経理部長を経由して会長の承認を受けなければならない。ただし、第４条に定める事業

費における目の間において相互に予算を流用する場合は、予め理事会の承認を受けなければ

ならない。 

２ 各部等における予算の執行にあたっては、原則として事業計画に基づいた事業に限り支出すること

ができる。ただし、特別に必要が生じ、各部長等から提出された本会所定の事業実施計画書について

予め理事会の承認を得た場合は、この限りでない。 

（決算書の承認過程）  

第 ８ 条 経理部長は、毎年度末締切をもって会長と共に決算書を作成し、決算年度中の帳簿・

伝票・証拠書類等を整理しなければならない。  

２ 会長は、年度中の整備された決算書の確認後、これを理事会に提出しなければならない。

理事会の承認を得た決算書・帳簿書類の監査を受けるため、速やかに監事に提出しなければ

ならない。  

３ 会長は、監査を受けた決算報告書を総会に提出しなければならない。  

（余剰金の処理）  

第 ９ 条   決算において余剰金が生じた場合は、翌年度繰越金とし、特別に必要が生じたときは、

その処分方法について理事会の承認を求め、その承認を経て処理する。  

（不足金の処理）  

第１０条   決算において万一不足金が生じた場合は、理事会にその事由を報告し、その補填方法

について承認を求め、その承認を経て処理する。  

２ 前条及び前項の規定により処理された金額については、総会に報告しなければならない。  

（経理事務職員の心得事項）  

第１１条 経理事務職員は、入金処理については、すべて本会指定の金融機関に入金すると共

に、事務局長は、これを掌理しなければならない。  

２   経理事務職員は、出金処理については、事務局長専決事務を除いて、経理部長を経由して会

長の承認を受けて支出しなければならない。 

３   経理事務職員は、預貯金の引出しについては、１箇月あたり２０万円を超える場合は、経理

部長の承認を受けなければならない。 

４ 経理事務職員は、交際渉外費の支出については、その目的、日時、場所、使途の明細書き

に、担当責任者の記名押印等の明細を記さなければならない。 

（名 義 人） 

第１２条   預貯金口座は、すべて本会の名義とし、代表者として会長名を併記する。  

（現金の取扱い）  

第１３条   手元金として、必要最小限度の現金を事務局に保有することができる。  

２   毎日の手元現金額は、原則として２０万円を超えてはならない。 
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（有価証券）  

第１４条   有価証券等、財政に関する重要書類は、最も安全な方法で保管する。 

（口座の設定・廃止・変更）  

第１５条   預貯金口座の設定・廃止・変更については、理事会の承認を受けなければならない。 

（固定資産の範囲）  

第１６条 この規則で固定資産とは、土地・建物・構築物・装置・車輌運搬具・器具・備品等

の有形固定資産で、１個又は１組の価格が１０万円（税込）以上、使用可能期間１年以上の

ものをいう。  

（固定資産の評価額） 

第１７条   固定資産の評価額は、次によるものとする。  

（１） 工事又は工作によるものは、その工事費又は工作費及び付帯費 

（２） 購入によるものは、その購入価格及び付帯費 

（３） 無償取得によるものは、その取得したときの時価  

（高額固定資産の取得）  

第１８条   ５０万円（税込）以上の固定資産の取得については、理事会の承認を受けなければな

らない。  

（固定資産台帳）  

第１９条   固定資産については、固定資産台帳を備え、各物件の種類、名称、取得価格及び所在

場所を明記しなければならない。  

２   貸借対照表に表示される固定資産は、減価償却を行わない。  

（固定資産の除却）  

第２０条   固定資産の売却、譲渡、滅失、き損又は廃棄により除却を行うときは、経理部長を経

由して会長の承認を受けなければならない。この場合において、固定資産が高額固定資産に

該当するときは、理事会の承認を受けなければならない。 

（固定資産の評価替）  

第２１条   固定資産の評価替えを行うときは、理事会の承認を受けなければならない。  

（棚卸資産）  

第２２条   この規則で棚卸資産とは、文具類、印刷物、行政書士徽章・補助者章等の貯蔵品をい

う。 

２   有償で頒布する貯蔵品は、毎年度末においてこれを調査し、取得価格をもって資産に計上し

なければならない。  

（拒否に対する審査請求の手続）  

第２３条   経理部長は、不当な支出の請求があった場合は、拒否しなければならない。  

２ 前項の措置に不服がある者は、これを会長に審査請求することができる。  

３ 前項の会長の審査に不服がある者は、これを理事会に提起することができるものとし、理

事会の議決により措置を決定する。 

（弁償規定）  

第２４条 本会は、故意又は過失により経理上不正を犯した者に対し、その損害額を弁償させ

ることができる。 
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附  則 

  この規定に定めるもののほか、経理上必要とする事項は、理事会の承認を経て別に定めるこ

とができる。  

 この規定は、昭和５１年８月１４日より施行する。 

附  則 

 この改定規則は、昭和６３年３月１９日から施行する。  

附  則 

 この規則は、平成９年６月１０日から施行する。  

附  則 

 この規則は、平成１１年４月１４日から施行する。  

附  則 

 この規則は、平成１９年２月１６日から施行する。 

附  則 

 この規則は、平成２０年１１月１４日から施行する。 

附  則 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

 


